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はじめに 

当院は、昭和８年の開設以来、地域の皆様に安心して暮らしていただけるよう、安

定した医療の提供に尽力してまいりました。 

近年においては、平成 21 年度から平成 26 年度までを計画期間とする「清水病院経

営計画（第一期経営計画）」、平成 27 年度から令和３年度までを計画期間とする「静岡

市立清水病院経営計画～地域完結型医療をめざして（第二期経営計画）」及びその追加

版である「令和４年度静岡市立清水病院経営改善計画」を策定し、経営改善を図るた

めの具体的な数値目標を掲げて、診療機能の充実や経営の健全化に取り組んでまいり

ました。 

 その結果、医療スタッフの確保や診療単価の向上など一定の効果を得ることができ

ました。しかし、医師の退職に伴う診療科の休止や新型コロナウイルス感染症の拡大

に伴う患者の減少等の影響を受け、計画した診療収入の確保が進まず、人件費や委託

料の高騰も影響し、実質収支の改善が計画どおりに進んでいない状況にあります。

刻々と変化する社会情勢や診療報酬改定に対応しながら地域の基幹病院として機能し

ていくためには、地域の中で清水病院が果たすべき役割をより明確にし、それに向け

て今後も経営改善を継続していかなくてはなりません。 

今般、令和４年３月 29 日付けで総務省から発出された「公立病院経営強化ガイドラ

イン」に基づき、経営改善の取組を進め持続可能な経営を実現するとともに、清水病

院の果たすべき役割を遂行するため、「静岡市立清水病院経営計画（第三期経営計画）」

を策定しました。 

結びになりますが、医療現場において経営改善という言葉は、必ずしも馴染みのあ

る言葉ではありません。具体的に「どのようなことが経営改善につながるのか」戸惑

う医療スタッフも多いかと思います。 

そのような医療スタッフの気持ちを同じ方向へ向けるためにも日頃からのコミュニ

ケーション、そして病院長からの情報発信は大切だと考えます。 

これらの２つを大切にしながら「笑顔になれる病院」を目指していきます。 

 

令和 年 月 

 

                 静岡市立清水病院 病院長 上牧 務 
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第１章 計画の概要 

１ 策定の趣旨 

人口減少・少子高齢化が続く中、新興感染症や大規模災害などにより、医療を取り

巻く環境は今後も大きく変化をすることが予想され、地域医療の医療需要も大きく変

わることが予想されています。 

 また、清水病院では現下の厳しい医療環境を踏まえ、病院の安定的な運営を図るた

め、繰出基準に基づく繰出金のほか、経営安定化のために一般会計から補助金を受け

ていますが、平成 26 年度に医師の退職や会計制度の見直しの影響を受け、急激に収支

が悪化して以降、一般会計からの補助金額は約 20億円で推移しています。 

そのような状況の中、収益性の向上や効率的な運営などによる経営改善が急務であ

ったことから、全庁的に取り組むため、副市長や関係局長で構成する「清水地域の医

療体制及び清水病院ビジョン検討会議（以下、ビジョン検討会議という）」を立ち上げ、

様々な課題について議論を行ってきたところです。 

令和４年３月 29 日には「公立病院経営強化ガイドライン」が示され、ビジョン検討

会議において、清水病院の目指すべき姿を「公共性と経済性が調和した持続可能な経

営がなされている病院」と定め、公立病院としての役割を担うとともに、一般会計補

助金に依存した赤字経営体質からの脱却を図る道筋として、ここに「静岡市立清水病

院経営計画（以下「本計画」という）」を策定します。 

 

２ 計画期間 

令和５年度から令和８年度までの４年間とします。 

 

３ 市立清水病院の概要 

（１）施設概要 

     開設年月日：昭和８年 10月 11日 

   開 設 者：静岡市長 

   所 在 地：静岡県静岡市清水区宮加三 1231番地 

   敷 地 面 積：33,608.96㎡ 

   建物延床面積：35,033.74㎡ 

内訳）本館  27,995.84㎡ 新館     5,067.19 ㎡ 

            研修棟  1,334.14㎡ 集中治療室棟   636.57㎡ 

 

（２）標榜診療科目 

26科 

内科、血液内科、神経内科、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、小児科、

精神科、外科、消化器外科、乳腺外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、呼

吸器外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテーシ

ョン科、放射線診断科、放射線治療科、麻酔科、歯科口腔外科、病理診断科 
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（３）病床数 

463 床（一般病床：413 床、回復期リハビリテーション病床：44 床、HCU：６床） 

 

（４）法適用   

地方公営企業法財務適用 

 

（５）主な機関指定等 

健康保険医療機関、国民健康保険医療機関、生活保護法指定医療機関、母体保

護法指定医、臨床研修病院、身体障害者更生指定医療機関、エイズ拠点病院、

ＤＰＣ対象病院、（財）日本医療機能評価機構認定病院、労災保険指定医療機

関、救急告示病院、病院群輪番制病院、地域医療支援病院、結核指定医療機関、

広域救護病院・災害拠点病院、難病指定医療機関、被爆者一般疾病医療機関、

地域肝疾患診療連携拠点病院 

 

（６）基本理念及び基本方針 

 

  
静岡市立清水病院 基本理念 

「地域に愛され、信頼される病院を目指します」 

 

静岡市立清水病院 基本方針 

１．信頼される医療を実践すること 

１）患者さんの権利を尊重します。 

２）患者さん・家族との信頼関係を築きます。 

３）各種ガイドライン等による根拠に基づいた医療を提供します。 

４）安全に配慮した医療を提供します。 

５）多職種の協働による医療を提供します。 

６）医療・福祉機関との良好な連携を築きます。 

７）個人情報の管理を徹底します。 

２．院内環境を快適にすること 

１）快適・安全・清潔な院内環境を整備します。 

２）良好な人間関係と職場環境を築きます。 

３）職員の業務改善に努めます。 

３．安定した病院経営を目指すこと 

医療提供を維持するために、安定した病院経営を目指します。 

 

以上の方針をもとに、地域はもちろん、職員にも愛され、信頼される病院を目指します 
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第２章 現状と課題 

１ 国・静岡県の動向 

（１）国の動向  

  厚生労働省は、今後も人口減少や少子高齢化が続く中、各地域において将来の医

療需要を見据えつつ、新興感染症等や大規模災害などの緊急事態が発生した際にも

機動的・弾力的に対応できるよう、質が高く効率的で持続可能な医療を提供してい

くため、都道府県に対し令和６年度からの第８次医療計画の策定を要請し、地域医

療構想や地域包括ケアシステム、医師の働き方改革や偏在対策といった各種施策を

一体的に推進しているところです。  

地域医療構想については、都道府県が令和７年（2025 年）の医療需要と病床の必

要量を推計し、その実現に向けて取り組むこととされたところであり、各都道府県

において取組が進められています。加えて、各都道府県における第８次医療計画

（令和６年度～令和 11 年度）の策定作業と併せて、令和４年度及び令和５年度にお

いて、「地域医療構想に係る各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを求める」

こととされたところであり、公立病院にもその対応が求められています。  

医師の働き方改革については、医師の時間外労働規制が令和６年度から開始され

ることとなっています。医師の労働環境の改善は重要な課題ではありますが、現在

でも医師不足に直面している公立病院にとって、更に厳しい状況となることが見込

まれており、その対策は喫緊の課題となっています。  

医師偏在対策については、都道府県によって医師確保計画が策定され、医学部に

おける地域枠等の設定・拡充など、令和 18 年を目標年として取組が進められている

ところです。厚生労働省は、引き続き、医師の偏在に対する構造的な対策を講じて

いくこととしています。  

また、新興感染症等への対応については、今回の新型コロナウイルス感染症の感

染拡大を契機として、第８次医療計画から「新興感染症等の感染拡大時における医

療」が記載事項に追加されることも踏まえ、公立病院においても、感染拡大時に備

えた平時からの取組を進めていくことを求めています。 

総務省においては、公立病院経営改革として、令和４年３月 29 日付けで「公立病

院経営強化ガイドライン」を発出し、医師・看護師等の不足、人口減少・少子高齢

化に伴う医療需要の変化等の中で持続可能な地域医療を提供していくため、各医療

機関間での機能分化や連携強化等を通じた役割分担の明確化・最適化を進め、限ら

れた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活用していくという視

点から、公立病院の経営を強化していくことを求めています。 
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（２）県の動向 

  静岡県は、医療法第 30 条に基づいて策定している第８次「静岡県保健医療計画

（2018 年度～2023 年度（計画期間６年間））」に関し、令和２年度に在宅医療を、令

和３年度には在宅医療以外の項目についての中間見直しを行いました。令和３年度

の見直しでは、主に、循環器病対策基本法を踏まえた脳卒中及び心筋梗塞等の心血

管疾患に関する医療体制の見直しや国の次期医療計画（第８次）に感染症対策が

「事業」に加わることを見据えて、新興・再興感染症対策の記載が追加されました。 

  また、静岡県は、社会健康医学の研究に取り組み、世界中の”知”を集約して、得ら

れた知見を健康寿命の延伸に役立てることができる現場で活躍する人材の育成を目

的として、静岡社会健康医学大学院大学を設置しました。これは、病気の予防や病

気にならないような地域・環境づくりの推進や予防医学・先制医療など社会健康医

学研究の推進とともに、国内でも稀有な社会健康医学を基調とした研究拠点を設け

たことにより、医師にとって魅力のある研究・学修環境が整備されることとなった

ため、静岡県における医師の確保・定着につながることが期待されています。 
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２ 地域医療構想 

地域医療構想は、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関連

法律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）に基づいて都道府県が策定する

もので、団塊の世代がすべて後期高齢者（75歳以上）となる 2025年度に向け、病床の

機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに 2025 年の医療需要と病床の必要量を

推計し、定めたものです。2025 年の医療需要と病床の必要量は、高度急性期・急性

期・回復期・慢性期の４機能ごとに、都道府県内の構想区域（２次医療圏が基本）単

位で推計され、機能分化・連携については、構想区域の地域医療構想調整会議で議

論・調整が行われています。 

静岡県が策定した「静岡県地域医療構想」では、静岡県保健医療計画で定める「静

岡保健医療圏」を「静岡構想区域」として一つの構想区域として設定しています。そ

の「静岡構想区域」の 2025 年の必要病床数は、5,202 床（高度急性期：773 床、急性

期：1,760床、回復期：1,370床、慢性期：1,299床）と推計されています。 

令和４年３月末時点での機能別病床数は、5,745 床（高度急性期：1,477 床、急性

期：1,845 床、回復期：810 床、慢性期：1,613 床）であり、高度急性期及び急性期、

慢性期の病床が必要数よりも多く、回復期病床が必要数よりも少ない状況となってい

ます。 

さらに、令和４年３月 24 日に厚生労働省は「地域医療構想の進め方」（令和４年３

月 24 日付け医政局長通知）を発出し、地域医療構想の実現に向け、令和５年度までに

公立・公的医療機関等の他に、民間医療機関を含めた対応方針の策定や検証・見直し

を行うこととしました。 

これを受けて、静岡県では、各圏域での地域医療構想調整会議や医療対策協議会等

で意見を聴取した上で、病床の機能分化・連携の取組など、地域全体で質が高く効率

的で持続可能な医療を提供していくための各医療機関の取組について地域医療構想調

整会議等で協議していくことになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

図 静岡保健医療圏における病床機能別必要病床数（R4.3.31 時点） 
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３ 静岡保健医療圏及び清水地域の医療の状況 

 静岡市は、「静岡県保健医療計画」で静岡県が設定した８つの医療圏の中の「静岡保

健医療圏」に位置し、市域全体で１つの２次医療圏を形成しています。静岡県の８医

療圏の中では、西部保健医療圏に次いで２番目に多い人口規模となっています。 

また、「静岡保健医療圏」の中には、「静岡第２次救急医療圏」と「清水第２次救急

医療圏」の２つの救急医療圏が存在し、それぞれで病院群輪番制を構成し、入院を必

要とする重症救急患者に対応しています。 

 

（１）静岡保健医療圏の医療の提供 

  ア 静岡市の人口 

   静岡保健医療圏における人口は約 69万人です。そのうち、清水区の人口は約 23

万人（33.4％）です。 

（単位：人、世帯） 

項  目 男 女 総数 世帯数 

葵区 119,992 128,774 248,766 117,587 

 構成比（％） 35.9 36.6 36.2 36.4 

駿河区 102,648 105,592 208,240 100,240 

 構成比（％） 30.7 30.0 30.3 31.0 

清水区 111,866 117,718 229,584 105,528 

 構成比（％） 33.4 33.4 33.4 32.6 

合計 334,506 352,084 686,590 323,355 

 構成比（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 

出典：静岡市統計資料（住民基本台帳（令和４年６月 30日時点）） 

   

 

 

イ 年齢構成別人口推計 

   静岡保健医療圏域の人口は全体的に減少傾向が続いており、令和７年度には令

和２年度よりさらに 2.5 万人減少し、約 68 万人となる見込みです。年齢別でみる

と、64 歳までの年少人口及び生産年齢人口が減少する一方、65 歳以上の老齢人口

は、構成比率は 2045 年に向けて増加し続けますが、人口数は 2040 年にピークに

減少する見込みです。75歳以上の後期高齢者人口は、構成比率は 2045年に向けて

増加し続けますが、人口数は 2030年にピークに減少する見込みです。 

こうしたことから、静岡保健医療圏は 2035年に医療需要のピークを迎えること

が想定されています。 
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 実績 ←  → 推計人口  

項  目 平成 27年度 令和２年度 令和７年度 令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 令和 27年度 

（2015年） （2020年） （2025 年） （2030年） （2035年） （2040年） （2045年） 

総数（人） 712,741 695,195 669,536 646,098 620,609 594,305 567,831 

年少人口（0～14歳） 86,911 79,343 73,220 68,162 63,997 61,257 58,322 

 構成比（％） 12.19％ 11.41％ 10.94％ 10.55％ 10.31％ 10.31％ 10.27％ 

生産年齢人口（15～64歳） 425,403 404,929 383,460 365,053 341,760 312,799 292,991 

 構成比（％） 59.69％ 58.25％ 57.27％ 56.50％ 55.07％ 52.63％ 51.60％ 

老齢人口（65歳以上） 200,427 210,923 212,856 212,883 214,852 220,249 216,518 

 構成比（％） 28.12％ 30.34％ 31.79％ 32.95％ 34.62％ 37.06％ 38.13％ 

【再掲】後期高齢者人口 

（75歳以上） 

96,748 111,616 129,691 133,307 129,391 127,266 129,092 

 構成比（％） 13.57％ 16.06％ 19.37％ 20.63％ 20.85％ 21.41％ 22.73％ 

出典：2015 年、2020 年は静岡市統計資料（各年 9 月 30 日時点）。資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口

（平成 30（2018）年）推計」 

 

 ウ 医療機関数及び病床数 

静岡保健医療圏内の医療機関数は、病院が 27機関、診療所が 548 機関です。また、

精神、結核、感染症病床を除いた病床数の合計は 6,480 床で、全体の約 73％が一般

病床です。 

 

◆医療機関数（令和２年 10月１日現在） 

 病院数 診療所数 

合計 一般 精神 合計 有床 無床 

静岡市 27 22 5 548 22 526 

葵区 16 13 3 234 12 222 

駿河区 4 4 - 160 5 155 

清水区 7 5 2 154 5 149 

出典：厚生労働省「医療施設動態調査」 

 

◆病床数（精神、結核、感染症病床を除く）（令和２年 10月１日現在） 

 
合計 

病院 診療所 

合計 一般病床 療養病床 合計 一般病床 療養病床 

静岡市 6,480 6,260 4,496 1,884 220 220 0 

葵区 3,797 3,695 2,676 1,019 102 102 - 

駿河区 1,430 1,368 984 384 62 62 - 

清水区 1,393 1,337 836 501 56 56 - 

出典：厚生労働省「医療施設動態調査」 
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エ 主な病院における病床数及び医師数 

   静岡保健医療圏内の病院群輪番制に参加している主な病院（以下「主な病院」

とする。）における病床数は 4,073 床であり、そのうち葵区には 2,177 床あり、主

な病院全体の 53.45％を占めています。清水病院のある清水区は 816床であり、主

な病院全体の 20.03％を占めています。 

   また、主な病院に従事する医師数は 954 人であり、そのうち葵区に 729 人

（76.42％）と集中しています。清水病院のある清水区の主な病院に従事する医師

数は 86人（9.01％）となっています。 

   静岡保健医療圏では、病床数の半数以上が葵区に存在し、医師の数も葵区に集

中しています。清水地域では、清水病院が最も多くの病床数と医師数を有してお

り、清水病院の果たす役割が重要になってきます。 

    

 

医療機関名 

病床数 医師数（常勤） 

許 可 病 床

数（床） 

割 合

（％） 

実 数

（人） 

割 合

（％） 

葵

区 

静岡市立静岡病院 506 12.42％ 149 15.62％ 

静岡県立総合病院 662 16.25％ 260 27.25％ 

静岡赤十字病院 465 11.42％ 147 15.41％ 

JA静岡厚生連静岡厚生病院 265 6.51％ 30 3.14％ 

静岡県立こども病院 279 6.85％ 143 14.99％ 

小 計 2,177 53.45％ 729 76.42％ 

駿

河

区 

静岡済生会総合病院 581 14.26％ 125 13.10％ 

静岡徳洲会病院 499 12.25％ 14 1.47％ 

小 計 1,080 26.52％ 139 14.57％ 

清

水

区 

静岡市立清水病院 463 11.37％ 61 6.39％ 

JA静岡厚生連清水厚生病院 154 3.78％ 19 1.99％ 

独立行政法人地域医療機能推進機構 桜ヶ丘病院 199 4.89％ 6 0.63％ 

小 計 816 20.03％ 86 9.01％ 

合計 4,073 100％ 954 100％ 

出典：静岡県「令和２年度病床機能報告」  
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  オ 市内の５事業・５疾病の対応状況 

  静岡保健医療圏内においては、医療機関同士が互いに連携しながら、静岡市域全

体の医療を提供しています。静岡県保健医療計画において、清水病院は、救急医療、

災害医療の他に、小児医療、周産期医療、認知症対策など様々な役割が期待されて

います。 

 

＜５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）、感染症医療、

難病対策、認知症対策＞ 

参考：第８次静岡県保健医療計画＜２次保健医療圏版＞を基に静岡市が作成 

 

＜５疾病（がん、脳卒中、心血管疾患、糖尿病、精神疾患）、肝炎＞ 

参考：第８次静岡県保健医療計画＜２次保健医療圏版＞を基に静岡市が作成 

 

 

 

 

 医療機関名 ５事業＋感染症対策・難病対策・認知症対策 
救 急 医 療 災 害 医 療 へき地医療 周産期医療 小 児 医 療 感染症対策 難病対策 認知症対策 

葵

区 

静岡市立静岡病院 二次救急 県・災害拠点  地域周産期 二次救急 第一種 /第二種 協力病院  

静岡県立総合病院 高度救急救命センター 県・基幹災害拠点 へき地医療拠点 産科救急 高度救急救命センター 結核 協力病院  

静岡赤十字病院 救急救命センター 県・災害拠点  産科救急 救急救命センター  協力病院  

JA静岡厚生連静岡厚生病院 二次救急 市・救護   二次救急  協力病院  

静岡県立こども病院 小児救急救命センター 市・救護  総合周産期 小児救急救命センター  協力病院  

駿

河

区 

静岡済生会総合病院 救急救命センター 県・災害拠点  地域周産期 救急救命センター  協力病院  

静岡徳洲会病院 二次救急 市・救護     協力病院  

清

水

区 

静岡市立清水病院 二次救急 県・災害拠点  産科救急 二次救急  協力病院 市・医療センター 

JA静岡厚生連清水厚生病院 二次救急 市・救護     協力病院  

独立行政法人地域医療機能推進機構 桜ヶ丘病院 二次救急 市・救護     協力病院  

 医療機関名 ５疾病＋肝炎 
がん 脳卒中 心血管疾患 糖尿病 精神疾患（身体合併症） 肝炎 

葵

区 

静岡市立静岡病院 国・地域連携拠点 学会認定一次 救急医療 専門治療 対応可能 県・連携拠点 

静岡県立総合病院 国・地域連携拠点（高度型） 学会認定一次 救急医療 専門治療 対応可能 県・連携拠点 

静岡赤十字病院 県・地域連携推進 学会認定一次  専門治療  県・連携拠点 

JA静岡厚生連静岡厚生病院    専門治療   

静岡県立こども病院 国 ・ 小 児 拠 点      

駿

河

区 

静岡済生会総合病院 県・地域連携推進 学会認定一次 救急医療 専門治療  県・連携拠点 

静岡徳洲会病院    専門治療   

清

水

区 

静岡市立清水病院 集学的治療 学会認定一次 救急医療   県・連携拠点 

JA静岡厚生連清水厚生病院      県・連携拠点 

独立行政法人地域医療機能推進機構 桜ヶ丘病院    専門治療  県・連携拠点 
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（２）清水地域の医療の状況 

 ア 清水地域の医療資源 

  清水地域には、病院が７施設あります。このうち、急性期医療を担う一般病院

は３施設（静岡市立清水病院、JA 静岡厚生連清水厚生病院、独立行政法人地域医

療機能推進機構桜ヶ丘病院）、精神科病院は２施設（医療法人清仁会日本平病院、

清水駿府病院）、療養型病院は２施設（山の上病院、清水富士山病院）であり、清

水地域は、病院全体に占める精神科病院や療養型病院の割合が高くなっています。 

  なお、清水地域の東部にある由比地区・蒲原地区に住む市民は、地理的・歴史

的な経緯から、主として富士保健医療圏にある「共立蒲原総合病院」を利用して

います。                       

  参考：静岡市の保健衛生（令和３年度） 

 

イ 清水地域の救急医療体制 

  清水地域の二次救急医療体制は、清水病院とＪＡ静岡厚生連清水厚生病院（外科）、

独立行政法人地域医療機能推進機構桜ヶ丘病院（内科）の３病院による病院群輪番

制です。また、この３病院で当番が担うことができない日には、静岡地域の病院が

対応しています。なお、小児科の二次救急医療体制は、市内で小児科を持つ７病院

（静岡県立こども病院、静岡市立静岡病院、静岡県立総合病院、静岡赤十字病院、

ＪＡ静岡厚生連静岡厚生病院、静岡済生会総合病院、清水病院）が市内全域を対象

とした病院群輪番制で対応しています。 

  清水病院は、内科、外科、小児科の二次救急医療を担っている清水地域唯一の病

院であり、清水地域の二次救急医療体制を確保する上で、重要な役割を果たしてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

医療機関名 
許可病床数 

一般 療養 結核 感染症 精神 合計 

静岡市立清水病院 463 0 0 0 0 463 

JA静岡厚生連清水厚生病院 154 0 0 0 0 154 

独立行政法人地域医療機能推進機構桜ヶ丘病院 199 0 0 0 0 199 

医療法人清仁会 日本平病院 0 0 0 0 189 189 

山の上病院 0 401 0 0 0 401 

清水駿府病院 0 0 0 0 160 160 

清水富士山病院 0 244 0 0 0 244 

合計 816 645 0 0 349 1,810 
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４ 清水病院の現状と課題 

（１）清水病院の現状 

  ア 患者の地区別構成比（令和３年度） 

入院患者の約 96％、外来患者の約 94％が清水区民であり、清水病院の患者のほ

とんどが清水区民であることがわかります。 

 

項  目 清水区 葵 区 駿河区 県 内※ 県 外 

入院患者数（人） 107,391 1,417 1,523 1,617 324 

構 成 比（％） 95.7 1.3 1.4 1.4 0.3 

外来患者数（人） 161,046 2,769 3,243 3,891 113 

構 成 比（％） 94.1 1.6 1.9 2.3 0.1 

※ 静岡市内を除く。 

  イ 入院・外来患者数等の推移 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、令和２年度に大幅に落ち込みま

した。令和３年度には新型コロナウイルス感染症拡大を受けた受診控えの影響が

軽減したことや経営改善の取組が本格化したことにより、入院・外来患者数とも

に増加しましたが、依然新型コロナウイルス感染症拡大前の水準には戻っておら

ず厳しい状況となっております。 

（単位：人・件） 

項  目 H29 H30 R1 R2 R3 

入 院 延 患 者 数 

（一  般） 

 

116,289 

 

118,610 

 

115,841 

 

92,383 

 

99,075 

（リハビリ） 14,076 13,093 13,754 11,341 13,197 

（全  体） 130,365 131,703 129,595 103,724 112,272 

一 日 平 均 患 者 数 357.2 360.8 354.1 284.2 307.6 

外 来 延 患 者 数 176,824 178,490 181,274 164,432 171,062 

一 日 平 均 患 者 数 724.7 731.5 746.0 676.7 706.9 

実 患 者 数 ( 一 般 ) 6,622 7,034 6,932 5,449 6,167 

実 患 者 数 ( リ ハ ) 15 12 16 19 9 

救 急 患 者 数 8,646 8,389 7,971 6,209 6,782 

(うち救急車搬送) 3,581 3,359 3,101 2,658 2,943 
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ウ 病床利用率と平均在院日数の推移   

病床利用率については、患者数同様に令和２年度に大きく落ち込んだ後、令和

３年度には少し回復しています。また、平均在院日数は令和元年度以降 13～14日

で推移しています。 

 

   （単位：％、日） 

項  目 H29 H30 R1 R2 R3 

一 般 病 床 73.4 77.4 76.0 63.9 65.1 

回復期リハビリ病床 87.7 81.5 85.4 70.6 82.2 

地域包括ケア病床(※) 82.3 81.4 72.3 27.5 － 

集 中 治 療 室 68.9 65.3 63.8 44.1 40.4 

全 体 75.4 77.9 76.5 61.4 66.4 

平均在院日数 (一般 ) 11.9 11.4 13.3 14.4 14.0 

 ※地域包括ケア病床は令和３年２月に廃止しています。 

 

エ 職員数の推移 

   職員数については積極的に医療職の確保に努めてきたことから、近年増加傾向

にあります。 

   

項  目 H29 H30 R1 R2 R3 

医 師 65 69 70 66 69 

看 護 師 349 355 372 366 384 

医 療 技 術 員 118 125 131 130 130 

事 務 36 36 36 36 36 

そ の 他 9 11 13 16 17 

総 数 577 596 622 614 636 

 ※各年度末時点数値 
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（２）清水病院の課題 

 ア 経営改善への取組 

清水病院は、平成 26 年度以降収支が急激に悪化し、一般会計補助金額はおおよそ

年額 20 億円で推移しています。令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた令和２年度に比べて患者数等は回復傾向にありますが、依然令和元年度以前の

水準までは戻っておらず、医業収益に占める人件費や委託費の割合が高い状況とな

っております。 

また、過去の赤字額の積み上げである累積欠損金については、一般会計からの支

援もあり、第二期計画期間中に約 16 億 1,400 万円（平成 26 年度末）から約６億

4,800 万円（令和３年度末）と、一定程度解消することができましたが、全額解消

には至っておりません。 

本経営計画期間においては、更なる収益性の向上や効率的な運営などにより早急

な経営改善を行い早期の経常黒字化を目指すことで、一般会計補助金の縮減、累積

欠損金の解消に取り組んでいきます。 

   

 イ 医師の確保と働き方改革への対応 

清水病院に勤務する医師数は、61 人と静岡保健医療圏の全体の 6.39％であり、静

岡地域の病院に比べ医師の数が少ない状況にあります。また、常勤医の確保が進ま

ず、応援医師のみで診療を継続している診療科もあります。このような状況の中、

新型コロナウイルス感染症に対し、公立病院としての責務を果たして来ました。 

また、令和６年度から医師の働き方改革の推進によって、医師の時間外勤務の上

限規制が始まるため、派遣先の大学からの医師の引上げ等が懸念されており、医師

数が更に減少するおそれがあります。 

地域医療を確保し、良質な医療を継続的に提供していくためには、医師の確保は

もちろんのこと、医師の確保状況に応じた診療体制の見直しや働き方改革への対応

は避けて通れない課題となっています。 
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第３章 清水病院の目指す姿と役割・機能 

１ 清水病院の目指す姿 

  清水病院は「公共性と経済性が調和された持続可能な経営がなされている病院」

を目指します。これは、清水病院は、公立病院として、安定した「経済性」の下で、

地域において真に必要とされる医療のうち、採算性等の面から民間医療機関による

提供が困難とされる５事業を中心とした医療を提供するという「公共性」を調和さ

せ、持続可能な病院経営をしていくものです。 

具体的には、「健全経営の実現」として、病院一丸となって経営改善・経営改革

に取り組み、令和８年度までに運営赤字の解消を目指すとともに、「公立病院とし

ての役割」として、静岡県保健医療計画に掲載されている５事業５疾病等が静岡保

健医療圏全体で充足するよう、清水病院の強みを生かして取り組んでいきます。 

 

 

２ 清水病院に期待される機能・役割 

（１）地域医療構想等を踏まえた清水病院の果たすべき役割・機能 

清水病院は、清水地域に位置する市立病院として、主に清水地域における救急医

療、小児・周産期医療、災害時医療、感染症医療など民間医療機関による提供が必

ずしも十分でない政策的な医療に取り組むとともに、脳血管疾患や心血管疾患など

を中心とする高度・専門医療などの清水病院の強みを生かした医療を提供し、市民

が安心して適切な医療を受けることができる医療を提供していきます。 

特に清水病院は、清水地域で唯一、常勤の脳神経外科、循環器内科、産婦人科、

小児科の医師が複数在籍している医療機関です。そのため、発症してから速やかに

診療密度の濃い治療が求められる脳梗塞等の脳血管疾患や心筋梗塞等の心血管疾患

に対して積極的に対応するとともに、ハイリスク妊娠・分娩にも対応していきます。 

 

 

（２）地域包括ケアシステムの構築に向けた果たすべき役割 

  地域医療支援病院として、地域での完結型医療の実現のために、急性期病院とし

ての救急医療・高度医療を提供しつつ、退院後の療養が円滑に行えるよう地域の医

療機関・介護事業者との連携をさらに強化し、高齢者が、重度の要介護状態になっ

ても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう

にする地域包括ケアシステムの構築に、積極的に貢献していきます。 
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３ 機能分化・連携強化 

清水病院は、清水地域で最多の病床数と医師数、診療科目数を誇る急性期医療を中

心に担っている地域の中核となる病院で、特に整形外科や脳神経外科、小児科、産婦

人科については、清水地域で主体的な役割を担う診療科です。 

こうしたことから、清水病院では、一般的な疾患に対する対応を確実に実施してい

くとともに、発症後早急な対応が求められる脳血管疾患や心血管疾患などには、可能

な限り対応していきます。加えて、清水地域の他の病院が救急当番日のとき、清水地

域での脳血管疾患患者への対応やハイリスク母体・胎児の受け入れ要請などがあった

場合には清水病院が積極的に対応していきます。 

また、清水地域は、静岡地域と比べて医師数等の医療資源が十分ではないため、清

水地域の病院で対応ができない症例（清水病院では対応できない高度急性期の症例や

粒子線治療などより高度な医療が求められるがん等）については、静岡地域と連携し

て対応を進めるほか、心臓リハビリテーション患者などの外部から積極的に受け入れ

るなどリハビリテーション機能を強化していくことで、オール静岡で連携し、静岡保

健医療圏全体で持続可能な地域医療の提供をしていきます。 
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４ 医療機能や医療の質や、連携の強化等に係る数値目標の設定 

清水病院に期待されている役割・機能を果たすため、以下のとおり各種目標を設定

します。 

（１）医療機能に係る数値目標 

  R3（実績値） R8（目標値） 

救急応需率 84.6％ 96.0％ 

手術件数 3,199件 3,600件 

分娩件数 250件 250件 

リハビリ件数 92,658件 104,000件 

外来化学療法延患者数 1,491件 1,500件 

 

（２）医療の質に係る数値目標 

   R3（実績値） R8（目標値） 

患者満足度 ５点満点中 

入院 4.28   

外来 4.20   

５点満点中 

入院 4.30以上 

外来 4.30以上 

在宅復帰率（一般） 86.4％ ※80.0％以上 

在宅復帰率（回リハ） 94.4％ ※70.0％以上 

クリニカルパス適用率 27.0％ 27.0％以上 

※在宅復帰率 

一般は「急性期入院基本料１」の施設基準 80％以上として設定。 

 回リハは「回復期リハビリテーション病棟入院基本料３」の施設基準 70％以上として設定。 

 

（３）連携の強化等に係る数値目標 

     R3（実績値） R8（目標値） 

紹介率 66.9％ 71.9％ 

逆紹介率 95.7％ 108.2％ 

診療所連携受入件数 7,795件 8,635件 

施設連携受入件数 188件 240件 

 

（４）その他の目標 

       R3（実績値） R8（目標値） 

臨床研修医の受入人数 10人 10人 

看護実習受入件数 129件 135件 

医療相談件数 14,813件 15,000件 

ＤМＡＴ出動可能チーム 2チーム 2チーム 

市民公開講座 0回 3回 
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 ５ 一般会計負担の考え方 

（１）繰出基準に基づく繰出金 

清水病院は、地方公営企業として運営される以上、独立採算を原則としています。

一方で、清水病院の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費や清水病

院の性質上、能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入をもって充てること

が客観的に困難であると認められる経費については、地方公営企業法第 17 条の２の

規定により、一般会計において負担するものとされています。 

本市においては、清水病院が地域の中核病院としての医療水準の向上と多様化す

る医療需要に応えるため、救急医療や高度・特殊医療、小児医療や周産期医療など

の充実、医療機器等の整備を促進し、医療サービスの向上を図るため、一般会計か

ら病院事業会計にその経費の一部を繰り出すものとします。 

 

  

◆一般会計負担の対象とする経費 

根拠 対象経費 経理区分 

◯地方公営企業法第 17条

の２第１項第１号 

◯地方公営企業法施行令

第８条の５第１項 

◯総務副大臣通知 

救急医療に要する経費 収益的収支 

医業収益 

他会計負担金 
保健衛生行政に要する経費 

病院群輪番制補助 

◯地方公営企業法第 17条

の２第１項第２号 

◯地方公営企業法施行令

第８条の５第２項 

◯総務副大臣通知 

高度医療に要する経費 収益的収支 

医業外収益 

他会計負担金 
小児医療に要する経費 

周産期医療に要する経費 

リハビリテーションに要する経費 

剖検に要する経費 

院内保育所に要する経費 

医師及び看護師等の研究研修に 

要する経費 

共済追加費用の負担に要する経費 

児童手当に要する経費 

医師確保対策に要する経費 

基礎年金拠出金に係る公的負担に 

要する経費 

病院の建設改良に要する経費 
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（２）経営安定のための繰出金 

現下の厳しい医療環境を踏まえ、病院の安定的な運営を図るため、地方公営企業

法第 17 条の３の規定により、上記（１）の他に一般会計の状況に応じて財政局と協

議の上、一般会計からの繰り出しを検討します。 

なお、この一般会計からの繰出は、本計画の収支計画に基づく金額を原則としま

すが、経営改善の取組を行うことで、繰出金の額が適正かつ必要最小限となるよう

努めていきます。 

 

地方公営企業法（抄） 

第十七条の二  

次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において、

出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法により負担するものとする。 

一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費 

二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てること

が客観的に困難であると認められる経費 

２ 地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は他の特別

会計において負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない。 

第十七条の三  

地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一般会計又は他の特別会計から地

方公営企業の特別会計に補助をすることができる。 

 

 

６ 市民の理解 

今後、清水病院が担う役割・機能を大きく見直すこととなった場合には、市民に対

して丁寧な説明を行い、市民の理解と納得が得られるよう努めていきます。 
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第４章 経営の効率化 

経営の効率化は、清水病院が求められる役割・機能を果たしていくためには、避け

ては通れないものであり、医療の質の向上等による収入の確保や、医薬品費、医療材

料費等の経費節減等に積極的かつ組織的に取り組んでいく必要があります。 

このため、収支改善や収入確保、経費削減、経営の安定化に関する各種数値目標を

以下のとおり定め、計画期間満了となる令和８年度末までに経常黒字を達成すること

を目指します。 

なかでも、一般会計から所定の繰出が行われれば「経常黒字」となる水準である

「修正医業収支比率」に着目し、この数値目標の早期達成を図り、これを維持・継続

することによって持続可能な経営を実現していきます。 

  

１ 経営指標に係る数値目標の設定 

（１）収支改善に係る数値目標                    

 

（２）収入確保に係る数値目標 

 

 

 

 

 

項  目 
R3 

（実績） 

R4 

（計画） 

R5 

（計画） 

R6 

（計画） 

R7 

（計画） 

R8 

（計画） 

経 常 収 支 比 率 105.7 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

医 業 収 支 比 率 77.3 82.3 84.0 88.4 89.7 92.4 

修正医業収支比率 72.0 76.9 78.8 83.3 84.6 87.2 

資 金 不 足 比 率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

累積欠損金比率 6.9 6.5 6.2 5.9 5.8 5.7 

項  目 
R3 

（実績） 

R4 

（計画） 

R5 

（計画） 

R6 

（計画） 

R7 

（計画） 

R8 

（計画） 

一日当たり入院患者数 307 339 347 361 362 363 

一日当たり外来患者数 706 746 710 712 715 718 

入 院 単 価 55,140 57,479 57,332 59,243 60,315 61,067 

外 来 単 価 13,074 12,946 13,074 13,489 13,498 13,507 

医師一人当たり診療収入 300,542 326,730 334,762 346,947 352,643 356,839 

看護師一人当たり診療収入 52,671 56,353 60,258 64,801 68,091 70,605 

病 床 利 用 率 66.4 73.3 74.9 77.9 78.1 78.3 

平 均 在 院 日 数 14.0 14.0 13.8 13.6 13.4 13.2 

ＤＰＣ機能評価係数 0.0920 0.0964 0.0964 0.0964 0.0964 0.0964 

（単位：％） 

（単位：人、円、％） 



24 

 

（３）経費削減に係る数値目標                    

 （※）入院・外来収益の増分を含む 

 

（４）経営の安定化に係る数値目標 

項  目 
R3 

（実績） 

R4 

（計画） 

R5 

（計画） 

R6 

（計画） 

R7 

（計画） 

R8 

（計画） 

医 師 数 69 69 68 69 70 70 

看 護 師 数 384 394 384 379 365 355 

その他医療従事者数 130 138 139 137 137 135 

事務職員数 36 36 36 36 36 36 

資 本 額 5,772,954 5,772,954 5,772,954 5,772,954 5,772,954 5,772,954 

現金保有残高 1,099,437 1,861,771 調整中 調整中 調整中 調整中 

企 業 債 残 高 3,089,138 3,087,185 2,877,908 2,668,631 2,459,354 2,250,077 

 

２ 目標達成に向けた具体的な取組 

 清水病院では令和２年度より医療コンサルタントの専門的・客観的知見を活用し、

短期及び中長期的な施策を企画・検討し、経営改善に取り組んでいます。 

 取組にあたっては、職員の意識改革が必要となるため、経営状況や今後の改善への

取組について、職員全体に対する説明会や各所属長への複数回に渡る説明・周知など

により、職員一人一人に対する経営改善への意識づけを行っています。 

また、病院内に部署を超えた横断的な組織を作り、以下に挙げるような個別の改善

策の検討や進捗状況の評価・見直しを行っています。 

（１）民間的経営手法の導入 

病院マネジメント強化のため、病院事業の経営強化に強い意識を持ち、経営感覚

に富んだ外部人材の登用について、関係局と協議を行っていきます。 

 

項  目 
R3 

（実績） 

R4 

（計画） 

R5 

（計画） 

R6 

（計画） 

R7 

（計画） 

R8 

（計画） 

対
修
正
医
業
収
支

比
率 

材 料 費 22.9 22.0 22.9% 22.7% 22.5% 22.2% 

薬 品 費 12.4 12.2 12.4% 12.3% 12.2% 12.1% 

委 託 費 16.2 14.6 14.2% 12.9% 12.4% 11.7% 

職員給与費 75.9 71.1 69.3% 64.7% 63.1% 61.8% 

減価償却費 7.8 9.8 8.9% 8.7% 9.0% 8.1% 

1
0
0

床
あ
た
り

の
職
員
数 

医 師 数 17.5 17.1 17.7 18.1 18.1 18.1 

看 護 師 数 99.6 100.2 98.9 97.8 94.8 92.7 

医療技術員数 19.0 19.9 20.3 19.9 19.9 19.7 

事務職員数 23.3 23.3 23.3 23.3 23.3 23.3 

医薬材料費の削減目標（※） － － 調整中 調整中 調整中 調整中 

後発医薬品の使用割合 25.06 20％以上 20％以上 20％以上 20％以上 20％以上 

（単位：％） 

（単位：人、千円） 
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（２）事業規模・事業形態の見直し 

現在、新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行っている病棟について、新型

コロナウイルス感染症の収束後を見据えた取扱いを検討していきます。 

（３）収入増加・確保対策 

ア 救急応需強化 

  断らない救急を目指し、毎月救急搬送患者の応需状況を確認・検証することで、

救急応需率を高めていきます。 

  また、医師の退職により縮小していた循環器内科について、令和６年度までに医

師の増員を図ることで、迅速な対応が求められる心血管疾患患者への対応を強化し

ていきます。（20 ページ（１）医療機能に係る数値目標「救急応需率」参照） 

イ 地域連携強化 

  地域医療支援室の強化を行い、地域の医療機関との連携を強化していきます。 

また、清水病院の強みなどを記載したパンフレットを作成し、医師の同行のもと、

地域の診療所や介護施設への訪問活動を積極的に取組み、紹介患者数の増加を目指

していきます。（20ページ（３）連携の強化等に係る数値目標参照） 

 ウ 回復リハビリテーション機能強化 

  急性期を脱した患者の回復期病棟への転棟タイミングの適正化を図るとともに、

外部からのリハビリ患者の受入れも積極的に行っていきます。（20ページ（１）医療

機能に係る数値目標「リハビリ件数」参照） 

エ 事務局職員の強化 

  査定減や請求漏れ防止等適切な診療報酬請求事務を行うため、専門的知識を有す

る職員を配置します。（23ページ（２）収入確保に係る数値目標の「入院・外来単価」

「一人当たり診療収入参照」） 

（４）経費削減・抑制対策 

ア 材料費削減 

  各品目においてベンチマークを用いることで、適正な購入価格であるかの評価を

行っていき、新規診療材料の採用については十分に内容を精査していきます。 

また、クリニカルパス適用率を向上させることで、薬品等の使用するタイミング

の適正化を図ります。（24 ページ（３）経費削減に係る数値目標「材料費・薬品額

修正医業収支比率」参照） 

イ 委託費削減 

  主に施設管理に関する業務委託について、医療コンサルタントによるアドバイス

を受けながら、委託内容や契約内容の見直しを行っていきます。（24ページ（３）経

費削減に係る数値目標「委託費対修正医業収支比率」参照） 

 ウ 効率的な非常勤医師の配置 

非常勤医師の診療状況や地域の医療ニーズ、常勤医師の診療状況を検証した上で、

非常勤医師の配置の適正化を行ってきます。（23 ページ（２）経営の安定化に係る
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数値目標「医師一人当たり診療収入」参照） 

 エ 外来職員配置の見直し 

  外来スタッフ（看護師、医療秘書など）の業務効率化、業務分担の見直し、他院

視察等によりスタッフ配置の適正化案を作成し見直しを図っていきます。（24ページ

（４）経営の安定化に係る数値目標参照） 

オ その他経費削減 

  職員への経営改善に向けた意識づけを継続的に行い、消耗品費や光熱水費等の経

費についても削減を行っていきます。（26ページ 収支計画「イ」収益的支出「経費」

参照） 
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３ 経営強化プラン対象期間中の各年度の収支計画等 

※ この収支計画は、各金額を百万円未満四捨五入で表記しているため、合計額や差引額が一

致しない場合があります。 

 

ア 収益的収入                          （単位：百万円） 

項 目 
令和３年度 

(実績) 

令和４年度 

(計画) 

令和５年度 

(計画) 

令和６年度 

(計画) 

令和７年度 

(計画) 

令和８年度 

(計画) 

医業収益 9,374 9,970 10,450 11,050 11,217 11,339 

  入院収益 6,191 6,676 7,274 7,797 7,961 8,081 

 外来収益 2,237 2,347 2,256 2,333 2,335 2,337 

 他会計負担金 635 658 638 638 638 638 

  その他収益 312 290 282 282 283 283 

医業外収益 3,923 2,525 2,375 1,833 1,676 1,312 

  他会計負担金 968 1,191 1,191 1,191 1,191 1,191 

  他会計補助金 1,607 1,198 1,042 499 342 -22 

  その他収益 1,348 137 143 143 143 143 

収益的収入計 13,297 12,495 12,825 12,883 12,893 12,651 

  

イ 収益的支出                            （単位：百万円） 

項 目 
令和３年度 

(実績) 
令和４年度 

(計画) 
令和５年度 

(計画) 
令和６年度 

(計画) 
令和７年度 

(計画) 
令和８年度 

(計画) 

 医業費用 12,130 12,117 12,446 12,495 12,504 12,274 

  給与費 6,636 6,622 6,804 6,734 6,677 6,611 

  材料費 1,999 2,050 2,245 2,362 2,376 2,380 

  経費 2,754 2,465 2,468 2,433 2,441 2,358 

  減価償却費等 699 934 890 929 971 887 

  その他 42 46 39 38 38 37 

 医業外費用 444 377 378 387 387 376 

  支払利息 33 42 42 42 42 42 

  その他 411 335 336 345 345 334 

収益的支出計 12,574 12,495 12,826 12,883 12,892 12,651 

 

 経常収支 722 0 0 0 0 0 
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 ウ 資本的収入（税込）                        （単位：百万円） 

項 目 
令和３年度 

(実績) 
令和４年度 

(計画) 
令和５年度 

(計画) 
令和６年度 

(計画) 
令和７年度 

(計画) 
令和８年度 

(計画) 

企 業 債 210 490 490 490 490 490 

 出 資 金 51 52 52 52 52 52 

 そ の 他 165 10 10 10 10 10 

資本的収入計 Ａ 427 552 552 552 552 552 

 

 エ 資本的支出（税込）                       （単位：百万円） 

項 目 
令和３年度 

(実績) 
令和４年度 

(計画) 
令和５年度 

(計画) 
令和６年度 

(計画) 
令和７年度 

(計画) 
令和８年度 

(計画) 

 建設改良費 419 899 894 936 905 776 

  建物建設費等 0 0 152 185 148 110 

  固定資産購入費等 419 899 742 751 757 666 

 貸 付 金 92 96 96 96 96 96 

 企業債償還金 574 699 699 699 699 699 

 そ の 他 115 0 0 0 0 0 

資本的支出計 Ｂ 1,200 1,694 1,689 1,731 1,700 1,571 

 

 差引額（Ａ-Ｂ） △773 △1,142 △1,137 △1,179 △1,148 △1,019 

資本的収入額に対し資本的支出額が不足する額については、損益勘定留保資金等で補てんします。 

 

 企業債残高 3,089      
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第５章 経営形態の見直し 

地方独立行政法人は、地方公共団体が直営で事業を実施する場合に比べ、予算・財

務・契約、職員定数・人事・給与などの面でより自律的・弾力的な経営が可能となり、

権限と責任の明確化に資する経営形態であるとされています。 

本市では、日々変化する医療環境の中で、市立病院が地域医療の核として市民が必

要とする高度で良質なサービスを安定的・継続的に提供していくために必要な体制を

整備するために、平成 28（2016）年度に静岡市立静岡病院が地方独立行政法人に移行

しました。清水病院においては、当時、地方独立行政法人への移行の前提となる実質

黒字化や累積欠損金等の課題が解決されていなかったため、それらの課題を解決した

平成 30年代半ばに地方独立行政法人への移行を目指すこととなりました。 

しかし、医師の退職や新型コロナウイルス感染症拡大等、想定外の影響を受け、地

方独立行政法人化の前提となる実質黒字化や累積欠損金解消ができず、実現が困難と

なってしまいました。そこで、今後、更なる経営改善や累積欠損金の解消を進め、令

和 12(2030)年までを目途に地方独立行政法人に移行することを目指していきます。 

 

第６章 医師・看護師等の確保と働き方改革 

１ 医師・看護師等の確保 

清水病院の果たすべき役割・機能に対応できるよう医師・看護師等の医療従事者を

確保していくことは、持続可能な地域医療の確保、医療の質の向上、新興感染症の感

染拡大時の対応等、公立病院の機能強化を図る上で極めて重要です。そのため、今後、

次の取組を実施します。 

（１）医師確保の取組 

ア 医師を継続的に確保していくためには、関連医局との連携が重要であること

から、病院長をはじめ、診療科長の医局訪問を積極的に行っていきます。 

イ 医師の研究・技術向上を支援するため、清水地域医療人材育成鈴与基金を活

用して、研究及び学会参加を奨励するとともに、関連医局や他の病院での研究

活動や研修機会を確保していきます。 

ウ 気道確保、気管挿管、縫合等のシミュレーション機器の整備・活用、指導医

の確保、研修プログラムの充実など、臨床研修医が充実した研修を行える環境

を整備して、臨床研修病院としての魅力を高めていきます。 

エ 将来、清水病院で診療業務に従事する意思を有している医学生を対象とした

医学生修学資金貸与制度を活用し、臨床研修医の確保に努めていきます。 

 

（２）看護師の適正配置 

ア 業務改善による看護師業務の効率化、外来業務の分担見直し等による外来職

員の配置の見直しなどにより、適切な看護体制を維持します。 

イ 研修等を通じた看護職員のスキル向上を図ります。 
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２ 医師の働き方改革への対応 

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律が平成 30 年７月６日に成

立し、医師については、令和６年４月からこの法律が適用されることになりました。 

医療機関は、雇用する医師の適切な労務管理を実施することが求められるとともに、

タスクシフト／シェアをはじめとした医師の働き方改革の取組内容について医療機関

内に周知を図る等、医療機関を挙げて改革に取り組む環境を整備する必要があります。 

清水病院では以下の取組により、働き方改革を進めていきます。 

（１）適切な労務管理の推進についての取組 

出退勤管理システムによる勤務時間の把握、医師に対するヒアリングの実施、病

院内での時間外勤務の縮減に向けた取組の周知による意識醸成を行うことで、適切

な労務管理を推進していきます。 

（２）タスクシフト／シェアの推進についての取組 

特定行為看護師等の育成による看護師の業務範囲拡大や、診療放射線技師等の業

務範囲拡大に対応するための研修受講を積極的に行うことで、タスクシフト／シェ

アの推進を図っていきます。 

また、医師事務作業補助者（医療秘書）へのタスクシフトも実施していきます。 

（３）ＩＣＴの活用についての取組 

学会等へのオンライン参加のための院内インフラ整備、院内イントラネットの活

用等、移動時間の縮減や業務に集中できる環境を整備していきます。 
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第７章 新興感染症の感染拡大時等備えた平時からの取組 

１ 新興感染症拡大時の対応に資する平時からの機能整備 

（１）感染症拡大時に活用しやすい病床や転用しやすいスペース等の整備 

清水病院では新型コロナウイルス感染症拡大時に、一部病棟を新型コロナウイル

ス感染症患者の受入用として整備し、患者の受け入れを行いました。 

新型コロナウイルス感染症患者の受入により得られた経験を生かして、平時には

感染患者を受け入れた病棟を含め一般的な運用を行いながら、新興感染症拡大時に

おける当該病棟の活用も含めた各病棟の対応、スタッフの配置等を検討し、スムー

ズに患者を受け入れることができる体制を整備していきます。 

（２）感染拡大時における各医療機関との連携・役割分担の明確化 

清水病院は、感染症法に基づく感染症指定医療機関ではないものの、市立病院の

役割として、感染拡大時には感染症指定医療機関に収容しきれない患者の受入を行

うなど、市内・県内の感染症対策が最大限行われるよう、保健所や市内・県内の医

療機関等と連携して対応していきます。 

（３）感染拡大時を想定した専門人材の確保・育成 

現在、医師１名、専任の感染管理認定看護師２名による感染防止対策室を設置し、

清水病院における感染対策の体制を整備しています。引き続き、感染管理認定看護

師の確保、育成に努めていきます。 

（４）感染防護具等の備蓄 

現在、マスク、フェイスシールド、陰圧テント、消毒用エタノールなどの必要備

品を備蓄し、感染症発生時に備えています。引き続き感染防護具等の備蓄を行って

いきます。 

（５）院内感染対策の徹底・クラスター発生時の対応方針 

院内感染対策委員会を設置し、毎月１回委員会を開催しています。また、院内感

染対策指針を制定しており、院内で共有しています。 

 

２ ★新興感染症対策のための施設・設備の改修・整備 

 上記１にあげる取組以外の施設・設備の改修や整備については病院施設の建替え時

に合わせて検討していきます。 
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第８章 施設・設備の最適化 

１ 施設・設備の計画的かつ適正な更新 

病院施設については、まずは、耐用年数の 39 年を迎える令和９年度に向けて、現状

の建物や施設設備等の全体の状況を確認し、老朽化の状況や不具合による院内への影

響を考慮し、改修の優先順位を決定していきます。また、これに基づく短期・中期的

な長寿命化計画を作成し、経費の縮減や平準化を図り、効率的かつ経済的な更新や修

繕を実施していきます。最終的には築後 50 年となる令和 20 年度まで使用することを

目指し、必要な設備更新等を行っていきます。 

 

２ デジタル化への対応 

（１）オンライン資格確認への対応 

 医療ＤＸの基盤となるオンライン資格確認（マイナンバーカードの保険証利用

等）に対応し、利用者の利便性向上に努めています。 

ア オンライン資格確認に対応することにより、限度額適用認定証等がなくても、

窓口での限度額以上の一時的支払いが不要となり、利用者の利便性が向上しま

す。 

イ オンライン資格確認を通じて利用者情報（特定健診情報、薬剤情報、医療費

通知情報）を有効活用し、より適切な医療を提供できます。 

ウ 病院システムへの資格情報の入力作業が軽減され誤記リスクが減少します。 

エ オンラインで即時の資格確認が行えることにより、レセプトの返戻を回避で

き、利用者への確認事務が減少します。また、未収金の減少につながります。 

（２）院内システムの運営 

情報システム委員会を設置し、院内システムの諸課題の改善に取り組み、効率

的な運営ができるよう努めています。 

（３）情報セキュリティ対策 

静岡市のセキュリティ対策基準に則った情報セキュリティ対策を講じていきま

す。 

 

第９章 点検、評価、公表等 

１ 点検、評価、公表等について 

本計画の達成に向けて取組を着実に進めるため、点検・評価については、清水病院

だけではなく、全庁的な検討会議、市の附属機関である「静岡市立清水病院経営計画

評価会議」においても行うこととします。 

清水病院内及び保健福祉長寿局では月１回、全庁的には令和４年度までの「清水地

域の医療体制及び清水病院ビジョン検討会議」に代わる会議体において３か月に１回

（四半期毎）、経営計画評価会議では年１回の評価を行うこととします。 

評価結果の公表については各区市政情報コーナー及び清水病院ホームページに掲載

します。 
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２ その他 

  点検・評価等の結果、数値目標が達成困難など経営計画の内容を変更する必要が

生じた場合や病院の目指す方向性に大きな変化が生じた場合には、計画の改定を行

っていきます。 
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用語説明 

あ ＩＣＴ 院内感染から患者さんや職員を守るために医師、看護師、薬剤師

などが活動を行う専門組織（Infection Control Team）。 

 亜急性期 急性期の段階を過ぎて病状が安定し、リハビリや退院支援を行う

段階の状態にあること。「回復期」とほぼ同義。 

 アクシデント 患者さんが本来持っていた疾病や体質などの基礎的条件によるも

のではなく、医療上の過失の有無に関係なく、医療行為によって

その目的に反して生じた有害な事象をいう。 

い 医業収支比率 医業収益÷医業費用×100 

 医療ソーシャルワ

ーカー 

患者さんが地域や家庭において自立した生活を送ることができる

よう、社会福祉の立場から患者や家族の抱える心理的・社会的な

問題の解決・調整を援助し、社会復帰の促進を図る専門職。 

 インシデント ヒヤリ・ハット事例のこと。誤った医療行為が患者さんに実施さ

れる前に発見された、或いは誤った医療行為が実施されたが、結

果として患者さんに影響を及ぼすに至らなかったものをいう。 

え ＭＲＩ 核磁気共鳴現象により体内水分子に含まれる水素原子の動きを利

用して身体の断面を撮影する装置で、ＣＴと異なり被爆しない。 

 ＬＤＲ 陣痛期（Labor）分娩期（Delivery）回復期（Recovery）の頭文

字をとったもので、別々だった各部屋を同一の部屋で行うシステ

ムのこと。 

お オープンシステム 

（共同利用） 

病院に登録した地域のかかりつけ医とともに診療できるように解

放した病床（当院５床）を確保し、また、その他設備（図書室等

や高度医療機器（CT、MRI等））を利用できるようにしている仕組

み。「地域医療支援病院」承認要件の一つ。 

か 回復期 患者の容態が危機状態（急性期）から脱し、身体機能の回復を図

る時期。「亜急性期」とほぼ同義。 

 回復期リハビリテ

ーション 

急性期を脱し在宅復帰を目指すために行われるリハビリテーショ

ン。 

 看護補助員 看護師の指示のもと、療養生活上の世話（食事・排泄・清潔・入

浴・移動）などのほか、病室内の環境整備、ベッドメイキングな

どの業務を行う人。 

 ガンマカメラ 体内から放出されたガンマ線を信号として受け止め、コンピュー

タ処理し画像化する核医学診断装置。 

き 逆紹介率 逆紹介患者数 ÷ 初診患者数 × 100 

 急性期 病気を発症して間もなく、救命や、急激な病気の進行を防ぐため

の手術などの治療が必要とされる時期。 

 急性期リハビリテ

ーション 

発症からできる限り早い段階で行われるリハビリテーションのこ

と。通常は発症してから２週間位までの期間をいう。 
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く クリニカルパス 入院から退院までの治療・検査のスケジュールを時間軸に沿い記

述した計画表。検査の予定や治療の内容、いつ頃に退院できるか

ということを記述している。 

こ 後期研修医 医師免許取得後の初期研修（２年間）後の３～５年目までの医師

のこと。専門としたい診療科で専門医や指導医から指導を仰ぐ。 

さ 災害拠点病院 地震・津波・台風・噴火等の災害発生時に災害医療を行う拠点と

なる医療機関。 

 材料費比率 材料費÷医業収益×100 

し 実質収支比率 経常収益のうち経営安定のための補助金を除いたもの÷経常費用

×100 

 ＣＴ Ｘ線を使って身体の断面を撮影する装置。 

 指導医 高度な知識や技量、経験を持ち、認定医や専門医などを指導する

立場にある医師・歯科医師として学会が認定した医師・歯科医

師。 

 集中治療室 重篤な患者に対し、医師や看護師が 24 時間体制で高度な医療・

看護を行うことを目的とした病院内の施設。 

 初期臨床研修医 医師免許取得後１～２年目の研修医。 

 紹介率 紹介患者数 ÷ 初診患者数 × 100 

 初期臨床研修プロ

グラム 

臨床研修を行う病院の研修プログラムのこと。 

 職員給与費比率 職員給与費÷医業収益×100 

 診療材料費比率 診療材料費÷医業収益×100 

 診療報酬改定 医療機関の診療に対して保険から支払われる報酬の改定で、２年

に１度行われる。 

せ 専門医 高度な知識や技量、経験を持つ医師として学会が認定した医師。

学会が認定する「認定医」よりさらに高度な知識や技量をもつ。 

そ 総合診療医 総合的な診療能力を有する医師。身体の状態だけでなく患者の社

会生活なども含めた全体を継続的に診つつ、必要に応じて適切に

臓器や疾病に特化した専門医への橋渡しをする。 

 

 損益勘定留保資金 現金支出を伴わない減価償却費や資産減耗費などの企業内部に留

保される資金。 

ち 地域医療支援病院 かかりつけ医を支援し、地域医療の確保、病診連携を図ることを

目的とし、２次医療圏ごとに指定される病院であり、地域の開業

医との機能の分担と連携を目指している。 

 地域完結型医療 それぞれの病院や診療所・クリニック等がその特長を活かしなが

ら役割を分担し、病気の診断や治療・検査を行い、地域の医療機

関全体で 1 つの病院のような機能を持ち切れ目の無い医療を提供

していくこと。 
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 地域包括ケアシス

テム 

地域の中で医療・介護間の役割分担を明確にし、効率的なサービ

スの提供と施設間や職種間の連携強化による切れ目のない医療・

介護サービスの提供、利用者の生活の質向上を目指すしくみ。 

 地域包括ケア病床 急性期治療を経過した方や在宅療養の方などの受け入れ並びにリ

ハビリや在宅復帰支援などを行う機能を有する病床。 

 地域連携パス 急性期病院から回復期病院を経て自宅に帰れるように診療計画を

作成し、連携している医療機関で共有して用いるもの。施設ごと

の診療内容や経過等が記載されている。 

 チーム医療 一人の患者に複数の医療専門職が連携して治療やケアに当たるこ

と。従来医師が中心となって医療業務を形成していたが、医療従

事者がお互い対等に連携することで患者中心の医療の実現を目的

とする。 

ち 地方独立行政法人 住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地から

その地域において確実に実施される必要のある事務・事業のう

ち、地方公共団体自身が直接実施する必要はないものの、民間の

主体にゆだねては確実な実施が確保できない恐れがあるものを効

率的・効果的に行わせるために地方公共団体が設立する法人。 

て ＤＰＣ 入院診療費の計算方法が、病気の種類と診療内容によって分類さ

れた診断群分類により、国が定めた一日あたりの定額部分と出来

高による部分を組み合わせた方式。 

 ＤＭＡＴ Disaster Medical Assistance Team 大規模災害や多数傷病者発

生の可能性のある大事故の現場で医療行為を行う、医師や看護

師、事務職員で編成される災害派遣医療チーム。 

な 内視鏡 人体内部を観察することを目的とした医療機器で、本体に光学系

を内蔵し、先端を体内に挿入することによって内部の映像を手元

で見ることができる。 

に 二次救急医療 入院治療や手術を必要とする重症患者に対応する救急医療。病院

群輪番制（いくつかの病院が当番日を決めて救急医療を行う）に

参加する病院が順番で、夜間および日曜、祝日、年末年始などの

診療を行う。 

 認定看護師 日本看護協会の認定看護師認定審査に合格し、ある特定の看護分

野において、熟練した看護技術と知識を用いて水準の高い看護実

践のできる看護師（認定看護分野：21分野）。 

 認定薬剤師 医学・薬学の高度化・専門化に伴い、特定の医療分野等において

高度な知識や技量、経験を持つ薬剤師。 

ひ 病床利用率 年延入院患者数÷年延許可病床数×100 

 病診連携 かかりつけ医が入院や特別な検査・治療等を必要と判断した場合

は、入院設備や高度医療機器を備えた病院を紹介し、その後、病

院で治療や検査が行われ、病状が安定して通院治療が可能になれ

ば、再びかかりつけ医が診察にあたる。病院と診療所（かかりつ
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け医）が患者の症状に応じて、役割や機能を分担しながら治療に

あたる仕組み。 

 病棟薬剤師 医薬品を安全に使用するために病棟に専任配置される薬剤師。 

 病病連携 病院と病院の連携のこと。 

 標榜科 病院や診療所が外部に広告できる診療科名。 

ふ 不採算医療 救急医療や小児医療など診療報酬による支払では病院のコストを

回収できない医療のこと。 

へ ベッドコントロー

ル 

病院等における入院患者のベッド（病床）を効果的・効率的に稼

働させるために病床の管理・調整をすること。 

や 薬品費比率 薬品費÷医業収益×100 

り リニアック 放射線治療装置のこと。癌に対する主な治療法の一つで、Ｘ線、

電子線などの放射線を体内及び体外から照射して治療する。 

 輪番制（救急） 救急指定病院が、救急患者のたらい回しをしないため、当番病院

を定めて休日、夜間の救急医療に当たること。 

る 累積欠損金 ある事業年度において生じた赤字（欠損）を、その前年度までの

利益剰余金等で補てん出来なかった赤字（欠損）の累積額。 
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巻末資料 

〇 診療科別患者数の推移（入院・外来） 

診療科別の患者数を見ると、入院については整形外科の割合が一番多く、次い

で呼吸器内科、リハビリテーション科と急性期から回復期まで切れ目のない医療

を提供しています。 

また、外来については常勤医のいない診療科でも非常勤医師による診療を行っ

ており、幅広い診療科に対応することができます。 

 【入院延患者数】                      （単位：人、％） 

診療科名/ 

年度 

H29年度 H30年度 R元年度 R2 年度 R3年度 

延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 
内科 0 0.0 2 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 

神経内科 14,782 11.3 11,775 8.9 15,841 12.2 14,327 13.8 9,518 8.5 

腎臓内科 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

糖尿内科 0 0.0 0 0.0 5 0.0 0 0.0 47 0.0 

呼吸器内科 15,210 11.7 15,602 11.8 16,395 12.7 12,503 12.1 14,762 13.1 

消化器内科 11,804 9.1 13,786 10.5 13,770 10.6 13,092 12.6 12,309 11.0 

循環器内科 6,035 4.6 7,869 6.0 6,704 5.2 0 0.0 4,472 4.0 

血液内科 91 0.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

外科 8,114 6.2 8,313 6.3 8,676 6.7 6,223 6.0 7,515 6.7 

整形外科 31,657 24.3 33,169 25.2 29,664 22.9 23,940 23.1 26,176 23.3 

産婦人科 5,309 4.1 5,605 4.3 5,214 4.0 4,095 3.9 3,557 3.2 

眼科 550 0.4 563 0.4 552 0.4 479 0.5 360 0.3 

小児科 2,748 2.1 3,021 2.3 2,454 1.9 1,514 1.5 2,204 2.0 

皮膚科 2,142 1.6 1,650 1.3 1,791 1.4 1,631 1.6 1,646 1.5 

脳神経外科 10,615 8.1 9,349 7.1 7,086 5.5 8,721 8.4 9,940 8.9 

泌尿器科 5,337 4.1 6,037 4.6 5,827 4.5 4,503 4.3 4,899 4.4 

口腔外科 1,500 1.2 1,485 1.1 1,490 1.1 1,116 1.1 1,180 1.1 

放射線科 50 0.0 0 0.0 0 0.0 34 0.0 14 0.0 

呼吸器外科 345 0.3 384 0.3 371 0.3 214 0.2 476 0.4 

リハビリテーション科 14,076 10.8 13,093 9.9 13,754 10.6 11,341 10.9 13,197 11.8 

合計 130,365 100.0 131,703 100.0 129,595 100.0 103,724 100.0 112,272 100.0 

 

【外来延患者数】                       （単位：人、％） 

診療科名/ 

年度 

H29年度 H30年度 R元年度 R2 年度 R3年度 

延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 延べ患者数 構成比 
内科 1,682 1.0 2,366 1.3 1,798 1.0 1,660 1.0 2,680 1.6 

神経内科 11,922 6.7 12,004 6.7 12,271 6.8 11,886 7.2 12,006 7.0 

腎臓内科 2,470 1.4 2,277 1.3 2,327 1.3 1,975 1.2 1,961 1.1 

糖尿内科 877 0.5 1,051 0.6 1,781 1.0 2,798 1.7 3,564 2.1 

呼吸器内科 11,717 6.6 12,171 6.8 12,438 6.9 11,741 7.1 11,816 6.9 

消化器内科 11,495 6.5 12,164 6.8 11,247 6.2 9,935 6.0 10,609 6.2 

循環器内科 4,509 2.5 4,997 2.8 5,139 2.8 2,291 1.4 3,582 2.1 

血液浄化 3,049 1.7 2,660 1.5 2,407 1.3 2,382 1.4 1,929 1.1 

血液内科 296 0.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

外科 10,041 5.7 9,910 5.6 9,823 5.4 8,890 5.4 9,165 5.4 

整形外科 26,424 14.9 28,119 15.8 30,403 16.8 28,053 17.1 29,569 17.3 

耳 鼻 い ん こ う 科 3,220 1.8 3.328 1.9 3,050 1.7 2,857 1.7 2,706 1.6 

産婦人科 19,009 10.8 18,723 10.5 18,666 10.3 16,559 10.1 15,779 9.2 

眼科 5,360 3.0 5,264 2.9 5,277 2.9 4,642 2.8 4,534 2.7 

小児科 12,286 6.9 11,613 6.5 10,914 6.0 8,672 5.3 8,343 4.9 
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皮膚科 15,054 8.5 14,222 8.0 14,849 8.2 13,628 8.3 14,711 8.6 

脳神経外科 6,094 3.4 5,752 3.2 5,676 3.1 5,061 3.1 5,353 3.1 

泌尿器科 13,119 7.4 14,716 8.2 15,511 8.6 14,574 9.0 14,956 8.7 

口腔外科 12,992 7.3 12,087 6.8 13,014 7.2 11,866 7.2 12,434 7.3 

放射線科 3,941 2.2 3,773 2.1 3,395 1.9 3,632 2.2 4,062 2.4 

精神科 678 0.4 657 0.4 643 0.4 581 0.4 581 0.3 

呼吸器外科 486 0.3 551 0.3 587 0.3 513 0.3 705 0.4 

リハビリテーション科 103 0.1 85 0.0 58 0.0 56 0.0 17 0.0 

合計 176,824 100 178,490 100.0 181,274 100.0 164,432 100.0 171,062 100.0 

 


